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長崎市住民投票条例制定に関する請願

《請願の趣旨》

地方自治制度・自治基本条例で規定することが出来る常設型住民投票制度は、
亀

日本国憲法の理念である1主権在民」「基本的人権の尊重」「平和主義」を市政

に確立させ、民主主義社会の根幹である「人民の人民による人民のための政治」
という.長崎市民の間接民主政治を補完する重要な制度です。

更に、市政の重要事項にっいては、その概要や趣旨を市民に周知徹底させ、住

民投票により市民の意向を把握し、その民意を市議会や市長の意思決定に反映
させることができる地方自治における大切な仕組みです。

その上、この住民投票制度は、将来に亘っ.て本市に重大な影響を及ぼすと考え

られる事項にっいて、必然的に市民の意思を直接確認ずることができるという

「住民参画の大きな1つの手法」であることは市民の誰もが認めるところです。

平成27年12月1日(6年前)に長崎市は・、「基本条例長崎市条例第39号.長

崎市よかまちづくり基本条例(以下、基本条例と云う)」を施行しました。

この条例は本市の根幹をなす自治基本条例であり、本市の現在・未来のまちづ

くりのルールを市民みんなで共有し、まちづくりを進めていくためのものです。

この条例には、「すべての市民が安全・安心に暮らし、地域や人のっながりを大

切にするまち」「この条例を制定することにより、市民、.市議会及び行政などあ

らゆるまちの担い手である私たち'(市民)'がそれぞれの強みを活かし、役割を

果たしながら、.みんな(市民)・でまちづくりを進めていきます。」とあ・ります。
削山

そして、第 3条「まちづくりの基本理念」、第4条「基本原則」、第5条「市民

の役害山の中では、「情報の共有」・「積極的なまちづくり参画」・・「積極的な協働」、
等々の文言を重複させてまで、「市民がまちづくりに主体的に参画すること」を
市長と市議会は指示し、市民に強く求めています。

',しかし、その「市民の主体的な市政への参画」を徹底的に妨げているのは、平
成28年5月から平成30年Ⅱ月の短い間に5回の住民投票条例請求に反対し、

議案を否決に追い込んだ'「市長と市議会」ではなかったでしようか。基本条例
の骨子である「市民のまちづくり参画の魂」を市民から奪わないでくださ_い。

常設型の住民投票制度は市長や市議会の反対や否決により「潰されたり」「邪魔
されたり」「頓挫させられたわ」することなく、市政における重要事項にづいて、

市民'市議会・市長がア体となり、'その概要や趣旨を市民に広く周知徹底させ

ながら、,市民全体がその理解を深めた上で、市民の一人ひとりが投票によって

その意向を確認することを意味し、市民自らの意思で、.市民自らが主体的な街



づくりに参画できるという大変に有意義な制度です。

令和元年6月24日、市議会定例議会(以下、定例会と云う)が開催されました。

その施政方針演説の中で、市長はf市政運営上の重要事項にっいて、市民の皆

さんの意志を確認し、市政に反映させるため常設型住民投票条例を制定します」

と発言しました。

この事により、市長は長崎市常設型住民投票の制度設計をするために、新たに

委員 8名による第3者機関「長崎市常設型住民投票制度検討審議会(以下、審
/

議会と云う)」が設置されました。

第1回目の審議会は令和元年8月30日に開催され、同年9月10日に第2回目、

1士.月、19日に第 3 回目、 11月25日に第4 回目と開かれ、 12月19日の第 5 回

目の審議会では常設型住民投票制度検討報告書(案)の検討がなされています。

初回から4力月後の同年12月26日には「長崎市住民投票制度の検討結果の報
告書」を、審議会は市長に提出しています。

令和元年7月5.日の6月定例会においては、総務委員会(以下、委員会と云う)
で条例の審議、.7月9日には制定に関する陳情の審議がなされています。

令和元年9月13日の9月定例会では委員会の所管事項調査として、常設型住民

投票条例にっいて総務部総務課長(以下、課長と云う)が説明し、その後に委

員による議論が交わされてし,)ます。

令和元年10月29日、長崎市議会議長は丁議会内で出された意見」として市長
に意見書を提出し、その後、審議会がその意見書を市長から受け取っていまず。

令和2年3月5日の2月定例会において、課長が委員会の所管事項調査として、

審議会の最終検討結果を報告しています。

その1年半後の令和3年9月定例会において、第97号議案・長崎市住民投票条
伊K以下条例と云う)案が上程、9月7日の委員会においで審議がなされ'修正
案が提出者1名、、賛成者4名の委員により総務委員長(以下、委員長という)に提
出されま.した。委員会の採決の結果、賛成多数で修正案は可決されました。
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その修正の内容は「住民投票の成立要件等」と記し、第27条住民投票は、
め事項にっいて投票した者の総が当該住民投票の投票資格者の絲

1に満たない場合は、成立しないものとする。この場合において、開票作業その

他の作業は行わない。

「投票の結果等」第28条市長は、.前条の規定によ,り住民投票が成立しなかっ

た場合、または住民投票が成立し、当該住民投票の結果が確定した場合は、速

やかにこれを告示し、その内容を請求代表者に通知しなければならない。との

の2
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下線が引かれている修正文が条例の中に付け加えられ、市長が上程した条例案
・に新たな規定が挿入されました。

令和3年9月10日の9月定例会の本会議において、委員長より第.97号議案・
長崎市住民投票条例等の報告がなされました。

委員長の報告後に、議長の下で質疑、.討論に入り、先ずは修正案の採決が行わ

れ、起立多数で修正案を可決、次に原案が諮られ原案も可決さ・れています。

しかし、市民代表と有識者からなる審議会は、議論の結果として「住民投票の

成立要件については.投票率による成立要件は設定しない。」としています。

「過去 5 回の住民投票請求に反対じ、議会も否決した」という市民への「自戒

と反省」.の上に立ち、市長は審議会の結論を是として、市民の発議に要する署

名数を「有権者数35万人の6分の1」という長崎市民とっては高いハードルに

設定し、住民投票の成立要件ついて「投票率は設定しない」と.し、市長は原案
を提出したものと考えられます。

本会議の委員長報告では、修正案の内容として、「低い投票率の案件に対する結

果を公表することによる市政の混乱を避けるために不成立の場合は開票しない

ことを規定するものである」との報告がなされていますが理解できません。

「住民投票による市政の混乱」とは、どのような混乱を示されているのですか?

委員会の原案修正の理由は、「市政の重要な判断をするためには市民の関心がど

れだけ高いかを改めて確認ずることが必須であり、住民投票が成立するための

要件として投票率を設け、一定数(投票率50%)以上の市民が投票で意見を表
明した場合に結果を尊重する必要がある」と記されています。

地方自治における二元代表制の片翼を担う市議会は、市民に寄り添い、市民の

立場に立ち、市長・行政に厳しく対塒し、議会の権能を遺憾なく発揮し、その
役割を市民のために尽くすことが肝要です。

市長と議会の手により設置された「市民代表と,有識者による審議会」は「投票

率による成立要件は設定しない」という最終の審議の結果を示しています。

そして、市長でさえ「市民の代表が審議会で決定した審議の結果」をべストと

して、「投票率を成立要件に設定しない」で原案を議会に提出しています。

しかし、先にも記した通り、市長が上程した原案に対し、市議会の総務委員会

においては、委員5名が「市民投票条例には投票率50%(17万5千人)以上を

成立要.件として設けるべきである」との修正案を提出し、委員会で可決、本会
議においても「修正案」、「原案」、ともに可決されています。

この事は、市民として到底納得できるものではあり,ません。
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《請願項目》

長崎市住民投票条例は令和4年4月1日から施行される事になっています。

令和3年9月議会に可決された条例の内容は、『(往民投票の成立要イ等>とし、

第27条住民投票は、ーの事項について票した者の総が当該住民投票の投

票資格者の総

合において、開票作業その他の作業は告わない

(投票の結果等)第28条市長は、前条の定により住民投票が成立しなかっ

た場A、'または住民投票が成立し、当診住民投票の結果が定した場Aは、速

やかにこれを告示し、その内容を請求代表者に通知しなければならない』と、

市長提案の原案に下線が引かれてし、る部分を付け加え、市長が策定した条例案

に、新た,な規定が挿入されて可決されました。

しかし、新たに予算が計上され、議会の承認で設置された長崎市常設型住民投

票制度検討審議会における住民投票の成立要件の審査では'「投票率によ.る成立

要件は設定しない」との議論の結果が提出されています6

審議会は市民代表と有識者で構成された市議会公認の組織です。'

議員が議会の権能や議員の役割や職務_を投げ捨ててまで結成させた組織です。

「主権は在民」です。主権者が出した結論に議会が修正をかけるなど有っては

ならないことです。

市長が第97号議案として提出した原案においても「投票率による成立要件」は
設定されていません。

よって、長崎市議会におかれては、上記の長崎市住民投票条例の第 27 条と第

28条における下線部分のすべての文面を削除し、その規定を廃止することを請

願いたします。

の2 の 1 に満,たない場Aは、成立しないものとする。この場
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